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男鹿市複合交流施設整備基本構想策定業務に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

１  趣旨 

    本要領は、男鹿市複合施設整備基本構想策定業務を委託するにあたり、本業務委

託の履行に最も適した契約の相手方となる候補者を選定するため、本業務について

の企画提案を広く募集し、業務遂行に最も適した事業者をプロポーザル方式により

選定するための必要な事項を定めるものです。 

 

２  プロポーザルの目的 

    広く提案を募り、関係者との意見調整を適切に行いながら、魅力ある複合交流施

設の基本構想を取りまとめるため、柔軟な発想力を持つ業務委託候補者を選定する

ことを目的としています。 

 

３  委託業務の概要 

  ⑴  業務名 

      男鹿市複合交流施設整備基本構想策定業務 

  ⑵  委託期間 

      契約締結日から令和８年２月１６日まで 

  ⑶  業務内容 

      委託する業務の内容は、別紙仕様書による。 

  ⑷  業務委託費上限額 

      ６，０００，０００円以内（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

４  担当 

    〒010－0595  秋田県男鹿市船川港船川字泉台 66番地 1 

    男鹿市総務企画部企画政策課  複合交流施設担当 

    電  話  0185－24－9122（直通） 

    ＦＡＸ  0185－23－2922 

    e-mail  kikaku@city.oga.akita.jp 

 

５  参加資格 

    本プロポーザルに参加できる者（以下「事業者」という。）は、次に掲げるすべ

ての要件を満たすものとします。 

  ⑴  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当す

る者でないこと。 

  ⑵  本市、国及び他の地方自治体から指名停止措置を、公告の日から契約締結まで

のいずれの日においても受けていないこと。 

  ⑶  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをし

た場合、募集開始の日までに同法の更生計画認可の決定がされていること。 
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  ⑷  民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをし

た場合、募集開始の日までに同法の再生計画認可の決定がされていること。 

  ⑸  破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申し立てをしてい

る者でないこと。 

  ⑹  国、県、市税等を滞納していないこと。 

  ⑺  男鹿市暴力団排除条例（平成２３年男鹿市条例第２０号）に規定する暴力団又

は暴力団員ではないこと、並びに暴力団経営支配法人等ではないこと。また、事

業者又はその役員が、暴力団又は暴力団員並びに暴力団経営支配法人等と密接な

関係を有しないこと。 

  ⑻  本業務について、十分な業務遂行能力を有すること。 

 

６  業務委託候補者の選定方法 

    選定方法は、本要領に記載する企画提案書等及びプレゼンテーションにより、経

験及び実施能力、見積価格及び提案内容を総合的に比較検討し、最適な事業者を本

プロポーザルで選定します。 

 

７  男鹿市複合交流施設整備基本構想策定業務委託候補者選定プロポーザル審査委員

会の設置 

    業務委託候補者を選定するため、男鹿市複合交流施設整備基本構想策定業務委託

候補者選定プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置します。 

    なお、審査委員会は次に掲げる事項を所掌します。 

    ①  事業者の企画提案書等の審査に関すること。 

    ②  業務委託候補者の選定に関すること。 

 

８  スケジュール 

審査

区分 
項  目 日  程 

参加

資格

要件 

公募開始及び参加表明書受付開始 令和７年７月18日（金） 

質問受付期間 令和７年７月18日（金）から 

令和７年７月30日（水）午後５時必着 

質問回答期限 令和７年８月１日（金） 

参加表明書提出締め切り日 令和７年８月６日（水）午後５時必着 

参加資格審査結果の通知 令和７年８月８日（金） 

一次 
企画提案書等提出期限 令和７年８月20日（水）午後５時必着 

一次審査結果の通知 令和７年８月22日（金） 

二次 

プレゼンテーション・ヒアリング 令和７年８月29日（金） 

審査結果の通知 令和７年９月１日（月）（予定） 

委託契約締結 令和７年９月５日（金）（予定） 
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９  参加表明書の提出 

  ⑴  提出期限 

      令和７年８月６日（水）午後５時必着 

  ⑵  提出方法 

      持参（市役所開庁日に限る）又は郵送（提出期限必着）での提出とします。 

  ⑶  提 出 先 

      上記「４担当」のとおり 

  ⑷  提出書類 

      参加表明書（様式第１号）…１部 

     【添付書類】 

    ①  提案者概要及び会社沿革（様式は任意） 

    ②  官公庁における複合交流施設の基本構想策定業務実績調書（様式第３号） 

    ③  本業務担当予定者の実績調書（様式第４号） 

    ④  納税証明書…以下より該当するもの各１部 

      ア  法人税と消費税及び地方消費税 

      イ  法人事業税・法人県民税・法人市民税 

      ウ  固定資産税 

      ※  直前決算日を基準日として直近１年分とし、提出日前３か月以内に発行さ

れたもの。 

    ⑤  財務諸表類（直前１営業年度の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び注記表） 

    ⑥  登記事項証明書（履歴事項全部証明書、提出日前３か月以内に発行されたも

の。） 

    ⑦  社会保険料納付確認書（証明可能な月までの直近２年間分） 

  ⑸  調製方法 

    ①  クリップ留めとしてください。 

    ②  用紙サイズは、パンフレット等を除き、原則として日本工業規格Ａ４版サイ

ズとします。やむを得ない場合は、日本工業規格Ａ３版の折り込みも認めま

す。 

  ⑹  説明会等の開催 

      本プロポーザルに関する説明会等は開催しない。 

 

10  企画提案書の提出 

  ⑴  提出期限 

      令和７年８月20日（水）午後５時必着 

  ⑵  提 出 先 

      上記「４担当」のとおり 
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  ⑶  提出方法 

      持参（市役所開庁日に限る）又は郵送（提出期限必着）での提出とします。 

  ⑷  提出書類 

      企画提案書等の記載事項については、提案内容を分かりやすく、具体的に記載

してください。 

    ①  提案者概要及び会社沿革（任意様式） 

    ②  業務実施体制（任意様式※主担当者等が分かるものとすること。） 

    ③  企画提案書（様式第２号※表紙を様式第２号とし、添付書類は任意様式） 

        ※  企画提案書は、本実施要領及び仕様書に基づき作成してください。 

    ④  見積書（消費税及び地方消費税を含む。）（任意様式） 

    ⑤  官公庁における複合交流施設の基本構想策定業務実績調書（様式第３号） 

    ⑥  本業務担当予定者の実績調書（様式第４号） 

    ⑦  プレゼンテーション出席報告書（様式第５号） 

  ⑸  調製方法 

    ①  用紙サイズは、パンフレット等を除き、原則として日本工業規格Ａ４版サイ

ズとします。やむを得ない場合は、日本工業規格Ａ３版の折り込みも認めます。 

    ②  提出書類一式を、上記⑷の順にフラットファイル等に綴り、書類ごとにイン

デックス等を付し、書類の種別が分かるようにしてください。 

  ⑹  提出部数 

      正本１部、副本１２部提出してください。 

  ⑺  その他 

    ①  プロポーザルの参加に要する費用（企画提案書等作成費、交通費等）は事業

者の負担とします。 

    ②  企画提案書等の作成にあたっては、著作権等第三者の権利に対する侵害の無

いよう十分留意すること。これらの問題が生じても、本市は一切責任を負いま

せん。 

    ③  提出された企画提案書等は、当該提案者に無断で使用しません。 

    ④  提出された企画提案書等は、一切返却しません。 

    ⑤  企画提案書の提出後は、書類の追加、修正および再提出には一切応じません。 

    ⑥  提出された企画提案書等が、本要領及び仕様書の条件に適合しない、または

虚偽の記載があるものは無効とします。 

 

11  質問及び回答 

  ⑴  質問書の提出 

      本要領及び仕様書の内容に質問がある場合は、質問書（様式第６号）により、

令和７年７月18日（金）から令和７年７月30日（水）午後５時までに持参又は電

子メールにて提出してください。ただし、持参の場合は、土日祝日を除きます。 

      なお、電話や口頭による質問、提出期限後の質問及び企画提案書等の作成に関

連がないと担当課で判断する事項については、一切受付しません。 
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  ⑵  質問書の回答 

      提出された質問及び回答については、令和７年８月１日（金）までに、本市ウ

ェブページにて回答します。なお、質問に対する回答への問い合わせ及び異議申

し立ては一切受付しません。 

 

12  選定方法 

    選定方法は、本要領に記載する企画提案書等及びプレゼンテーションにより、経

験及び実施能力、見積価格及び提案内容を総合的に比較検討し、最適な事業者を本

プロポーザルで選定します。 

  ⑴  一次審査（書類審査） 

      提出者が６者以上あった場合は、提出された企画提案書等の内容により、審査

委員会による一次審査（書類審査）を実施します。一次審査（書類審査）によって

二次審査を実施する５者を選定します。 

      なお、一次審査（書類審査）の結果は、二次審査に引き継がないものとします。 

  ⑵  二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 

      提出された企画提案書の内容に関し、提案者によるプレゼンテーション及び審

査委員会によるヒアリングを行い審査します。 

    ①  審査日時及び場所 

        令和７年８月29日（金）午後１時30分から 

        男鹿市役所３階  第一会議室 

        ※  参加資格審査結果通知で、詳細な時間をお伝えいたします。 

    ②  プレゼンテーション及びヒアリング 

      ア  プレゼンテーションは１者１５分以内、ヒアリングは１５分程度とします。 

      イ  スクリーン及びプロジェクター（ＨＤＭＩケーブル使用）は本市で用意し

ます。 

      ウ  参加者は３名以内とし、オンライン参加は不可とします。なお、本業務の

主担当者は必ず出席してください。 

    ③  業務委託候補者の選定 

        業務委託候補者は、見積限度額の範囲以内で合計６０点以上の評価を得た者

のうち、評価点の合計が最も高い事業者を業務委託候補者として選定します。

最高点の者が複数の場合は、各審査委員の最高評価点を獲得した数の多い提案

者とします。 

 

13  審査における評価項目及び評価基準 

    評価項目及び評価基準は、別紙「企画提案書等評価基準表」のとおりとします。 

 

14  審査結果の通知及び公表 

  ⑴  審査結果は、参加したすべての事業者に結果のみ書面で通知します。 
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  ⑵  審査結果（業務委託候補者のみ）は、下記の項目を市公式ウェブサイトで公表

します。なお、審査結果に係る問い合わせや異議申し立ては一切応じません。 

    ①  件名 

    ②  業務概要 

    ③  選定した日 

    ④  決定事業者及び所在地 

 

15  第三者への業務の再委託 

    受託者は、業務のすべてを再委託することはできませんが、事前に本市の承認を

得た上で、業務の一部を第三者に再委託することができます。再委託については、

委託業務の範囲と委託先を事前に本市と協議してください。 

 

16  参加辞退 

    参加申込書提出後に辞退する場合は、担当部局に事前連絡のうえ、参加辞退届（様

式第７号）を提出してください。 

 

17  失格事項 

    以下の事項に該当する場合は、失格とします。 

  ⑴  参加資格要件を満たさない場合 

  ⑵  企画提案書等に虚偽の記載がある場合 

  ⑶  審査の公平性を害する行為があった場合 

  ⑷  見積額が業務委託費上限額を超える場合 

 

18  留意事項 

  ⑴  言語及び通貨 

      手続において使用する言語は及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。 

  ⑵  費用負担 

      参加表明及び企画提案に係る書類作成、提出等に要する費用は、参加者の負担

とします。 

  ⑶  企画提案 

      企画提案は１者につき１件までとします。 

  ⑷  著作権等の権利 

      提出された企画提案書及び提案内容の著作権は、それぞれプロポーザル提案者

に帰属するものとします。 

      なお、第三者に帰属する著作権の使用の責は、使用した提案者にすべて帰する

ものとします。 

  ⑸  その他 

      本プロポーザルに参加しようとする者は、本要領に記載された事項を十分に理

解しておいてください。 
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      また、本要領に定めるもののほか、必要な事項については市の指示に従ってく

ださい。 

 

以上 


